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研究成果の概要（和文）：本研究では、有職母親の就労継続の鍵となる複数役割満足感を高める要因の一つとし
て資産形成に着目し、ジェンダー意識が本人名義の資産形成にどのような影響を与えているかを探究することを
目的とした。またジェンダー平等が進んでいるノルウェーと比較研究を行った。ノルウェーでは、夫名義金融資
産額と妻名義金融資産額の差は、夫と妻の年収の差に比例していたが、日本の場合、妻が家計に関する意思決定
を主にやっているほど、夫婦の金融資産額の差が小さくなっていた。日本の有償・無償労働の貢献が資産保有に
反映される現状は、夫婦それぞれの名義で保有する金融資産額の格差是正につながり、ジェンダー不平等を見え
にくくしていた。

研究成果の概要（英文）：This study focused on asset formation as one of the factors that increase 
the sense of satisfaction with multiple roles, which is a key factor for working mothers, and aimed 
to explore how gender consciousness affects asset formation in the name of the mother herself. We 
also conducted a comparative study with Norway, which has made progress in gender equality. In 
Norway, the difference between the amount of financial assets in the husband's name and in the wife'
s, name was proportional to the difference in annual income between the husband and wife. In Japan, 
however, the more the wife was primarily responsible for decision-making regarding household 
finances, the smaller the difference in the amount of financial assets between the couple. The 
current situation in Japan where the contribution of paid and unpaid labor is reflected in asset 
holdings led to a correction of the gap in the amount of financial assets held in each couple's 
name, making gender inequality less visible.

研究分野：生活経済学　家族社会学　金融老年学　家政学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
100歳以上人口は圧倒的に女性が多く、我が国は世界有数の長寿国である。年金制度の見直しや平均寿命の伸長
によって、老後資産が枯渇するリスクは女性においてより深刻な問題である。長い老後生活を無事に送るために
は、現役のうちに老後の資産を形成していく必要がある。現状における現役世代の夫婦の金融資産形成の実態や
課題が透明化されていない。とりわけ、「おひとりさま」になるリスクが高い女性にとっては、看過できない大
きな問題である。よって、これまでブラックボックスと言われていた既婚女性の資産形成、すなわち妻名義金融
資産の実態を明らかにし、既婚女性の資産形成を検討することが重要課題と考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

 共働きが多くなってきた 1970 年代の米国の研究では、女性が家庭も仕事もと、複数
の役割を担うことが、精神的・肉体的なストレスを招き、健康や人間関係に悪い影響を
及ぼすという説が有力であった。しかし、1980 年代以降の研究によると、逆に、外で仕
事をしている母親の方が、生活満足感(well-being)が高い結果が主流になった。それは、
男女とも職場の役割よりも、親役割を重視するようになってきたこと、女性の収入が増
え、男女共に共働きの長所に気づいたことなどによる（Barnett, 2001）。これは拡大役割
理論（An Expansionist Theory）となり、男性も女性も、子育てしながら仕事を持つこと
は、精神的に良いことであり、人はこのようなバランスが取れていることで成功感を感
じるという。その理由としては、何か問題が起きたときに、複数の役割を持つこと
（multiple-role holders）が緩衝剤のような役割をしてくれること、共働きにより世帯収
入が増えること、ネットワークが広がり社会的サポートを受けやすいこと、失敗するこ
とを成功体験に活かせることなどが挙げられている。 
 本研究では複数役割満足感（multi-role satisfaction）の要因の一つである共働きによる
世帯収入が増えることと、夫名義金融資産、妻名義金融資産の形成をジェンダーの視点
から考察する。社会保障制度、男女共同参画が進み、女性の社会進出が進んでおり、合
計特殊出生率が 1.7 を超えているノルウェーにおいても調査し、日本との相違点を明ら
かにする。本研究で明らかになった要因を教育や社会保障制度で補完し、我が国の男女
共同参画社会の実現をより促進させるための施策を提言する。 
 既婚女性の資産形成に特に着目した理由を述べる。日本は世界でも長寿国のトップで
ある。加えて平均寿命は女性の方が男性より長い。女性が男性より長命であることは、
経済的支援（資産）が女性こそさらに必要になる。しかし女性は老後資金準備に対して
関心が高いが、資産運用をしていない傾向があり、資産運用にかなり保守的であるとい
う指摘もある（例えば野尻 2009）。女性の長い老後生活を支える資産を確保するために、
女性自身が積極的に資産形成をすることはますます必要になってくるであろう。そのた
め、現在女性がどのように資産形成をしているかを丹念に調べる必要があると考える。
しかし、特に既婚女性の資産形成、資産運用に関する先行研究はまだ少ない。これまで
夫婦は共同して生活を営み、経済も一体化して考えられており、資産名義は夫であって
も、「夫のものは妻のもの」として、人々の生活感覚では財産を共有と考える意識が根
強く（橋本・上村 1983）、夫婦の家計はブラックボックスとして、家計内の経済的平等
を不問に付し、既婚女性の財産形成は深刻な問題として取り上げられなかった（御船
1999,2004）。 
 

２．研究の目的 

金融中央広報委員会から 2022 年 2 月に公表された『家計の金融行動に関する世論調査

2021 年』によると、平均貯蓄額は、二人以上世帯で 1,563 万円、単身世帯で 1,062 万円で

あった。金融資産を保有している世帯のみでの結果は、平均値で、二人以上世帯で 2,024

万円、単身世帯で 1,614 万円、中央値は、二人以上世帯で 800 万円、単身世帯で 500 万円

であった。二人以上世帯の属性を見ると 8 割弱の世帯で世帯主は男性であり、二人以上世

帯の場合、夫と妻のそれぞれの貯蓄額は不明である。特に、既婚女性に関しては、本人名

義の金融資産額は見えにくく、資産形成、資産運用に関する情報はほとんどない。性別役

割分業下では、既婚女性（妻）は資産を確保しがたく、夫婦間の金融資産額に格差が生じ

ている可能性も示唆されている。 

本研究では、妻の就労形態（正社員、パートタイム、専業主婦）別に、妻名義の金融資

産額（「本人名義保有金融資産」とは預貯金、信託、株式、投資信託、公社債、有価証券関連

デリバティヴ商品、有価証券関連デリバティヴ商品以外のデリバティヴ商品である。）と夫名

義の金融資産額を調査して、夫婦の総金融資産形成の妨げとなりうる夫婦間の金融資産額

の差を作り出している要因を明らかにする。ジェンダーギャップ指数が世界 120 位と低い

日本と、世界 3 位と高いノルウェーの夫婦の金融資産状況を比較することで、夫婦の金融

資産額の差の要因とジェンダー意識の影響を考察する。金融資産額は、預貯金及び信託以

外は時価で回答したものを対象とし、既婚女性の資産形成へのジェンダー意識の影響を見

るため、相続は除外し、夫と妻のそれぞれの名義の金融資産額の差に注目することにし

た。 

 

３．研究の方法 

 国内外の先行研究と、ノルウェー国立科学技術大学（以下 NTNU と記す）のジェンダー研
究所 Associate Professor Jennifer Branlat 氏をはじめ、ノルウェーの研究者の意見交換を参



考に質問項目を作成し、両国で Web 調査を行った。対象者は 30 歳以上 55 歳以下の既
婚（ノルウェーは同棲も含む）男女、日本 2000 名、ノルウェーは 600 人を対象とした。
質問項目には年収、金融資産額、有価証券額性別役割分業観、複数役割満足感などを入
れた。 
 
４．研究成果 
 年金制度の見直しや平均寿命の伸長によって、「老後資産の枯渇のリスク」をどう回
避するかが大きな課題となっている。とりわけ、平均寿命が男性よりも長い女性にとっ
ては、これは大きな問題である。日本では、既婚女性（妻）は資産を確保しがたく、夫
婦間の金融資産額に格差が存在する可能性も先行研究で示唆されているが、既婚女性に
関しては、本人名義の金融資産額に関する情報はほとんどない。そこで、本研究では、  
妻の就労形態（正社員、パートタイム、専業主婦）別に、妻名義の金融資産額と夫名義
の金融資産額を調査した。独立変数として、妻の年齢、教育年数、夫婦の年齢差、妻の
年収、子ども数、媒介変数として、金融リテラシー、リスク回避傾向、証券投資に前向
きな姿勢、家計の意思決定を用いて、夫婦間の金融資産額の差を作り出している要因を
解析した。さらに、ジェンダーギャップ指数が世界 3位と高いノルウェーの夫婦の金融
資産状況と比較することで、夫婦の金融資産額の格差や総資産の形成に影響を及ぼして
いる日本特有の要因を探った。 

結果①我が国では夫婦の年収の差とは関係なく、夫婦の金融資産額は平等に分配され
ている傾向があることが明らかとなった。日本での夫婦の金融資産額の差は、妻年齢が
高いほど大きくなり、妻年収と妻家計意思決定度が高いほど小さくなっていた。日本で
は、家計の意思決定権が収入の多寡ではなく、ジェンダー意識（性別役割分業意識）に
よって支配されていた。すなわち、日本ではノルウェーと比較して、夫の収入は夫のも
のではなく、家族のものとする回答が多かった。生活費、貯蓄プラン、資産運用に関し
ては、ノルウェーでは、夫婦二人で決めているという回答が半数を占めるのに対して、
日本では、夫婦二人で決めているという回答が 1/4 程度と少なく、生活費や貯蓄プラン
は妻が決めているという回答が過半数を占めていた。有償、無償の貢献がともに資産保
有に反映される仕組みは、夫名義と妻名義の金融資産額の格差の是正にはつながってお
り、一見不平等を感じさせないが、夫婦の金融資産額を合わせた世帯の豊かさにはつな
がっていないことが明らかとなった。 

②夫婦の資産の格差を生み出している要因に関する本研究での調査結果では、先行研
究で挙げられていた夫婦の年齢差、妻の学歴、子ども数、金融リテラシー、リスク回避
傾向、証券投資に前向きな姿勢は影響を与えていなかった。有意に影響を与えていたも
のは、まず、妻の年齢であった。日本では既婚女性の就業継続は困難な状況であり、妻
の年齢が高いほど就業継続している夫との収入の差が大きくなったことが影響してい
ると思われる。次に、妻の年収であった。妻の年収が高いほど、夫との金融資産額の差
は小さくなっていた。さらに、妻の家計意思決定度が高いほど、夫婦の金融資産額の差
を小さくしていた。日本では、家計の意思決定権が収入の多寡ではなく、ジェンダー意
識（性別役割分業意識）に根付いていた。その裏付けとして、本研究の調査結果から、
日本では、妻が主に家計の意思決定をしており、夫婦ともに、「夫の収入は家族共通の
もの」と考える、そして、「夫の稼得役割を当然とし、妻は家計管理の役割を担う」ジ
ェンダー意識を夫婦ともに支持している家庭が多数を占めていることが明らかとなっ
た。逆に妻の収入に関しては家族のものと考える割合が低かった。一方、ノルウェーで
は、家計の意思決定の項目である「生活費」、「貯蓄プラン」、「資産運用」すべてを二人
共同で決定する割合が高かった。また、夫の収入、妻の収入は誰のものかと考えるか、
の問いに対して、夫の収入は家族のものであると考える回答割合が日本と比べて少なか
った。その結果、夫の収入は家族のものとなり、妻の収入はあまり頼りにされていない。
たとえば妻が正社員の場合、妻名義金融資産額の平均が夫のそれよりも高いが、夫の収
入は生活費などに回され、妻の収入が妻の貯蓄に回っていることも考えられる。さらに、
年収が低いパートタイムや専業主婦も、予想以上に妻名義の金融資産を持っていた。今
回は具体的な調査は行っていないが、ジェンダー意識により、夫の収入は家族のものと
考え、夫婦間で資産の移転が行われている可能性もあることがうかがえた。 

③夫と妻の金融資産額のバランスを 3類型（夫＞妻、夫＝妻、妻＞夫）とすると、世
帯金融資産額は、ノルウェーでは金融資産額の夫婦の差がない場合（妻=夫）が最も高
いが、逆に日本では、金融資産額の夫婦の差がない場合が最も低かった。ノルウェーで
は、夫婦が共に正社員で、共に高収入、したがって、世帯金融資産額が高く、夫婦間の
資産格差は少ないという状況が想像される。これに対して、日本では、夫の収入が低い、
したがって、妻も働かざるを得ない、共働きではあるが、夫婦間の資産格差は少なく世
帯金融資産額が低い状況に陥っていると考える。 
 日本のような有償、無償の貢献がともに資産保有に反映される仕組みは、夫名義と妻
名義の金融資産額の格差の是正にはつながっており、一見不平等を感じさせないが、夫
婦の金融資産額を合わせた世帯の豊かさにはつながらない。物価や社会保障費などを考
慮しなくていけないが、ノルウェーの結果からも、夫婦それぞれの金融資産額が高いこ



とが、世帯金融資産額の高さにつながる。「老後資産の枯渇のリスク」を避けるために
も、夫婦の（世帯の）金融資産額世帯金融資産額を高くすることが大切である。 
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